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山形県山形県山形県山形県公立大学法人公立大学法人公立大学法人公立大学法人中期計画中期計画中期計画中期計画    

    

第１第１第１第１    中期計画の期間中期計画の期間中期計画の期間中期計画の期間    

 中期計画の期間は、平成21年4月1日から平成27年3月31日までの6年間とする。 

 

第２の１第２の１第２の１第２の１        山形県立米沢栄養大学山形県立米沢栄養大学山形県立米沢栄養大学山形県立米沢栄養大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための教育研究等の質の向上に関する目標を達成するため

にとるべき措置にとるべき措置にとるべき措置にとるべき措置    

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

(１) 教育の成果 

教育の成果として、多様な場において活躍できる管理栄養士を養成すると共に、

県内の各界において食を通した健康づくりを担っていくことができるよう、広い視

野を持ちながら、将来的に広く活躍できる人材を養成するため、教育に関する諸分

野において以下に掲げる計画を着実に実行する。 

 (２)  教育内容の改善 

①  教育課程 

ア 全教員に対し、本学の教育研究上の理念と教育目標を説明し、個々の授業科

目が大学の人材育成のどの部分を担うのかを全教員が共通した認識を有して

教育を行っていくことが出来るようにする。 

イ 幅広く深い教養と知識を身に付けた人材を育成するため、教養科目を設け、

専門分野の枠を超えて共通に求められる知識や思考方法などの知的な技法の

獲得や、人間としての在り方や生き方に関する深い洞察、現実を正しく理解す

る力の涵養を図る。 

ウ 栄養に関する高度な専門知識と専門技術を有する人材を育成するため、管理

栄養士学校指定規則で定める教育内容に応じた科目を専門科目として配置す

る。 

②  教育方法 

ア 少人数教育の特色を生かし、学生と教員の関係を密に保ち、授業や履修指導

において質の高い教育を実施することにより、学生一人ひとりが持つ能力を最

大限に伸ばす。 

イ 栄養に関する高度な専門知識と専門技術を有し、科学的な思考の方法を身に

付け、主体的に考え行動できる力を養うため、実験・実習科目の充実を図り、

実践力を高める。 

ウ 演習や実習科目において能動的な学習を行うため、グループワークを取り入

れ、メンバー間との相互学習を行うことにより、問題の発見解決能力や判断能

力を高めると共に、他者との協同学習を通して自己の成長を図る。 

エ 学生に対し、授業科目ごとに、授業に対する理解度や要望・興味等に関する
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アンケートを実施し、この結果を活用することにより、必要な改善を図り、次

期の授業の向上に反映させる。 

オ 教員が相互に授業参観・授業評価を行い、自らの授業の内容及び方法の改善

に役立てる。 

(３)  教育の実施体制の充実 

①  教員の配置 

ア  教育効果が最大限発現されるよう、教員の資質や適性、学科の人員数等を踏

まえた適切な教員配置を行なう。 

イ  栄養に関する専門家である管理栄養士の養成に資する講義科目を開講し、教

育内容を充実させるため、必要に応じて外部有識者を効果的に登用する。 

②  教育の質 

ア  教職員に対し、成績評価の厳格化に関する研修、教育方法の改善、学生指導

の向上、留学生や障がいを持つ学生・社会人などの多様な学習需要に対する理

解に関する研修等を行い、教育の質の更なる向上を目指す。 

イ  教育活動・研究活動に関する自己点検・自己評価や外部評価を継続的・組織

的に実施し、その結果が、速やかにかつ有効に自己改善に結実していくシステ

ムの確立を目指す。 

③  教育環境 

ア  学生が自由に意見を述べるために設置する「意見箱」に寄せられた学生の意

見を生かす等、学生の視点に立った教育環境の検証及び改善の取組みを進める。 

イ  講義や実験実習が円滑かつ効果的に行えるよう、情報機器、視聴覚機器、実

験実習用備品等の適切な維持・管理に努めるとともに、計画的な整備・更新を

進める。 

ウ  図書館について、収蔵図書をより充実させる。更に、レファレンス資料の充

実、県立図書館との連携による機能充実、だれもが利用しやすい環境整備を進

めるほか、土、日曜日の開館実現を目指す。 

(４)  学生の確保 

高校訪問、オープンキャンパスの実施や、大学ＨＰ、大学案内等の広報ツールの

活用により本学の魅力を発信し、入学者選抜の情報提供を行うとともに、入試結果

や他大学の動向を分析することにより、アドミッション・ポリシーに合致する学生

の確保に努める。 

(５)  学生支援の充実 

①  学修支援  

ア 担任制を導入し、入学時から卒業時まで、卒業後の進路選択も見据えたきめ

細かな履修相談、履修指導を行う。また、オフィスアワーや電子メールを利用

した修学支援も行う。 
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イ  学長や理事等と学生との定期的な対話の場を各期１回程度設け、学生の意見

を反映させたより望ましい学内教育環境を整備することで学習を支援する。 

ウ  スクールバスの運行のほか、最寄交通機関への働きかけを強化し、時間割と

連動したダイヤ改正を行うなど、通学の利便性向上を図る。 

※オフィスアワー制度 

各教員が学生からの学業や学校生活全般に関する質問、相談等に応じる時間を設

定し、研究室等に待機する制度。 

 

②  生活支援 

ア  学資等が十分でなく学生生活が困難な学生については、成績や家庭環境等を総

合的に勘案し一定の条件のもと、授業料減免制度や奨学金制度を活用し支援する。 

イ  健康管理体制を充実し、特に学生相談等メンタルヘルスに関する支援体制につ

いて、適切な相談室の配置、相談時間の自由化など内容を充実させるとともに、

カウンセラーの常時配備とその活用のための体制作りを目指す。 

ウ  課外活動や学園祭等の学生の自主的な活動を支援するとともに、大学と学生自

治会との意見交換会を定期的に開催し、学生生活全体を支援する体制作りを目指

す。 

③  キャリア支援 

学生が多様な場における管理栄養士の役割を理解したうえで、学生の志望に沿っ

た進路の指導を行うため、キャリア支援委員会とキャリア支援センターが中心とな

り、教育課程内・外において、入学時から体系的できめ細かな取組みと支援を行う。 

２  研究に関する目標を達成するための措置 

(１)  研究水準の向上及び研究成果の発信 

ア 地域連携・研究推進センターを中心に、外部との共同研究や受託研究を推進す

ることにより、研究機能の強化を図る。 

イ  研究水準の向上のために個人研究費の活用を図る。そのための具体的な措置と

して、理事長等の判断により配分先を決定できる資金制度を活用する。 

ウ  教員の研究成果に関する広報活動を徹底するとともに、インターネット上での

研究者登録などにより、教員一人ひとりの専門領域についての情報を地域のみな

らず広く社会に発信し、県民や社会の文化向上に寄与していく。 

エ  本県の地域課題の解決につながる研究に積極的に取り組み、その成果を公開講

座や論文寄稿等により公表し、県民や社会に貢献することを目指す。 

(２)  研究実施体制の整備 

ア  研究活動を適切に評価できるよう評価体制を充実させ、特に若手の教員で優れ

た研究成果をあげた場合に、適正な評価による優遇措置等を実施できる環境構築

を目指す。 
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イ  教員と事務職員の担当すべき業務内容を点検し、教員が教育・研究・学内業務

に専念できるような適正な運営体制を構築する。 

３  社会貢献に関する目標を達成するための措置 

（１）地域貢献の推進に関する具体的方策 

ア 地域連携・研究推進センターを地域の栄養教育に関する生涯学習の拠点とする

ため、関係機関とのネットワーク形成に努める。 

イ 教育研究成果に基づいた公開講座やシンポジウムの開催による情報発信等を行

う。 

(２)  国際交流、国際化の推進に関する具体的方策 

ア  ホームページの外国語表記版を作成し、本学を国内外に広く紹介することによ

り国際化の端緒とする。 

 

第２の２第２の２第２の２第２の２        山形県立米沢女子短期大学山形県立米沢女子短期大学山形県立米沢女子短期大学山形県立米沢女子短期大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するの教育研究等の質の向上に関する目標を達成するの教育研究等の質の向上に関する目標を達成するの教育研究等の質の向上に関する目標を達成する

ためにとるべき措置ためにとるべき措置ためにとるべき措置ためにとるべき措置    

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

(１) 教育の成果   

ア 学科における教育の成果として、教養教育と専門教育の融合を図り、教養と実

学をバランスよく身に付け、課題探求能力とコミュニケーション能力を持った学

生を育成し輩出するため、教育課程や教育方法、学生支援等、教育に関する諸分

野において以下に掲げる計画を着実に実行する。 

(２)  教育内容の改善 

①  教育課程 

ア  柔軟な理解力を持ち、生活を基盤とした着実な思考力を身につけた学生を

育成するとともに、社会が短期大学士に求めるニーズに応えるべく、全学科

において、教養教育科目及び専門教育科目の再検討を行うとともに、開放科

目を増やすなど、教育課程を目標達成に向けて体系的に編成する。 

イ  他大学との単位互換や本学入学前に他大学で取得した単位のうち、本学の履

修単位として認定できるものは認定するなど柔軟な単位制度の整備、拡充を図

る。 

ウ 「教養ゼミ」や「総合教養講座」の内容を更に精選し、社会への幅広く堅実

な視点を身につけさせる教育課程の編成に努める。 

エ  社会の国際化・情報化、経済のソフト化・サービス化の状況を踏まえ、英語・

英会話能力、文章表現力、ＩＴ活用能力などの基礎能力を高めるための教育課

程を編成する。また、栄養士養成校としての実績を一層充実・発展させるため

の努力を続ける。 

オ 完全セメスター制の導入と、複数教員によるオムニバス授業や学科相乗り授
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業など教育方法の多様なあり方を平成22年度中に検討し平成23年度からの導入

を目指す。 

カ 学生ひとりひとりの学習目的や習熟度に応じた学習支援を行うため少人数教

育科目の増加を目指す。 

キ 時代の変化に伴う多様な学生のニーズに応える教育課程を常に工夫するとと

もに、履修制度の恒常的な充実・発展を目指す。 

※開放科目 

学科専門科目を他学科の学生が履修できる制度。他学科の開放科目を履修した場

合は、教養科目の単位を履修したものとみなされる。 

※完全セメスター制 

１年を春学期（４月～９月）と秋学期（10月～３月）の二つに分け、各学期で授

業を完結し、単位を取得するもの。学生の履修登録の機会が年２回になり、個性

的な履修計画が立てやすくなる。 

※オムニバス授業 

物事に関して、学生が様々な観点から考えることが出来るよう１つのテーマにつ

いて複数の教員により指導を行う授業形態。 

 

② 教育方法 

ア  学生が授業に主体的に参加し授業内容を深く理解できるよう、対話・討論等、

双方向的な授業形態を拡充し、実習・演習の拡充など少人数教育の利点を生か

した学習指導により高い教育効果が得られるよう、教育方法の改善を図る。 

イ 「学生による授業評価アンケート」の活用を今まで以上に充実させ、更に、

適切な授業方法の検討を行う。 

ウ  認証評価、外部評価などの指摘を具体的、かつ早急に反映して改善する体制

を構築する。 

エ  学生の成績評価や単位認定、進級・卒業判定について、より公正かつ適正な

判断が下せるよう評価基準、規程を常時検証する。 

オ 平成22年度を目途にＦＤ委員会を設置することによりＦＤ活動を更に充

実・発展させ、定期的に開催するＦＤ学習会において、学習指導方法の改善

に関し、学内の意志統一を図る。 

カ シラバスは、学習到達目標が明確になるよう平成22年度中に改善を加え、ホ

ームページ等で公開する。 

キ 多様な学習ニーズに対応するため、ｅ-ラーニングの環境整備と活用の促進

を目指す。 

ク 留年、休学、退学等の状況やそこに至るまでの経過・背景等を、個人情報保

護に十分配慮したうえで総合的に分析し、教育指導方法の改善に役立てるとと
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もに、そうした事態が発生しないよう、可能な限り努力する。 

※ＦＤ（ファカルティ・ディベロプメント） 

教員の授業内容や教育方法の改善を目的として行われる組織的な取り組み。 

※シラバス 

開講される科目について、担当教員名や講義の目的、計画、使用する教科書など

をあらかじめ学生に示す授業計画書。 

※e-ラーニング 

パソコンやコンピュータ・ネットワークなどを利用して教育を行うこと。自分の

大学では開講されていない科目を受講できるなど、受講機会を広げることができ

る。 

 (３)  教育の実施体制の充実 

①  教員の配置 

ア  教育効果が最大限発現されるよう、教員の資質や適性、学科の人員数等を踏

まえた適切な教員配置を行なう。 

イ  社会のニーズに合致した幅広い講義科目を開講し、教育内容を充実させるた

め、必要に応じて外部有識者を効果的に登用する。 

②  教育の質 

ア 新設されるＦＤ委員会によって、教職員に対し、成績評価の厳格化に関する

研修、教育方法の改善、学生指導の向上、留学生や障がいを持つ学生、社会人

などの多様な学習需要に対する理解に関する研修等を行い、教育の質の更なる

向上を目指す。 

イ  教育の質の向上のために、特に若手教員に対する長期学外研修制度（海外を

含む）の整備を図る。 

ウ  教育活動・研究活動に関する自己点検・自己評価や外部評価を継続的・組織

的に実施し、その結果が、速やかにかつ有効に自己改善に結実していくシステ

ムを平成21年度を目途に確立する。 

エ  教育の質をより向上させるために、文部科学省が行う大学教育・学生支援推

進事業（ＧＰ）に平成23年度までに応募し、早い段階での採択の実現を目指す。 

③  教育環境 

ア  学生が自由に意見を述べるために設置されている「意見箱」に寄せられた学

生の意見を生かす等、学生の視点に立った教育環境の検証及び改善の取組みを

進める。 

イ  教育研究機能の充実、学生活動の支援、地域社会との連携に資するため、施

設設備の保全調査を実施し、長期的な視点に立った老朽施設・設備の整備及び

改修を計画的に行う。 

ウ  講義や実験実習が円滑かつ効果的に行えるよう、情報機器、視聴覚機器、実
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験実習用備品等の適切な維持・管理に努めるとともに、計画的な整備・更新を

進める。 

エ  図書館について、図書購入費を増額し、収蔵図書をより充実させる。更に、

レファレンス資料の充実、県立図書館との連携による機能充実、だれもが利用

しやすい環境整備を進めるほか、土、日曜日の開館実現を目指す。 

(４)  学生の確保 

ア  入試状況や入学者の追跡調査結果等の分析により入学者選抜方法を検証し、大学

のアドミッション・ポリシーをより反映した入試内容とするための改善を行う。 

イ  高大連携の実を高めるような高校訪問等を実施し、高等学校教育との連携をこ

れまで以上に強化していく。 

ウ  オープンキャンパスの一層充実を図るため、高校へのニーズ確認等に基づき、

体験授業内容の精選、プログラム全体の見直しを進める。 

エ  入学者選抜に関する情報を積極的に提供し、本学を第一志望校とする受験生の

増加を目指すとともに、志願者倍率2.3倍以上を維持するよう努力する。 

オ  大学HP や大学案内等による広報活動を強化し、全国有数の総合短期大学である

本学の特色をアピールすることにより、優秀な学生の確保に努める。 

※志願者倍率 

定員に対しての志願者数の割合 

 (５)  学生支援の充実 

①  学修支援  

ア  オフィスアワー制度の更なる充実に努め、「顔の見える教育」という本学の特

色を更に発揮させ、きめ細かい指導・助言を行う。 

イ  学長や理事等と学生との定期的な対話の場を各期１回程度設け、学生の意見を

反映させたより望ましい学内教育環境を整備することで学習を支援する。 

ウ  学生が自主的学習を積極的に行えるよう、合同研究室などの自学自習施設・設

備の充実を図る。 

エ  聴覚障がいのある学生にノート・テイカーをつけるなど障がいのある学生、社

会人、留学生、科目等履修生といった、多様な学生のニーズに応える履修サポー

ト制度を充実・発展させる。 

オ  １年前期の段階で高大接続授業を実施するなど、きめ細かい指導を通じて入学

生の学力差の解消を目指す。 

カ  スクールバスの運行のほか、最寄交通機関への働きかけを強化し、時間割と連

動したダイヤ改正を行うなど、通学の利便性向上を図る。 

※オフィスアワー制度 

各教員が学生からの学業や学校生活全般に関する質問、相談等に応じる時間を設定

し、研究室等に待機する制度。 
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②  生活支援 

ア  教員が学生一人ひとりの相談相手となり、学習や生活について指導・助言を行

う学生アドバイザー制度を平成23年度を目途に導入する。 

イ  学資等が十分でなく学生生活が困難な学生については、成績や家庭環境等を総

合的に勘案し一定の条件のもと、授業料減免制度や奨学金制度を活用し支援する。 

ウ  健康管理体制を充実し、特に学生相談等メンタルヘルスに関する支援体制につ

いて、適切な相談室の配置、相談時間の自由化など内容を充実させ、カウンセラ

ーの常時配備とその活用のための体制作りを目指す。 

エ   課外活動や学園祭等の学生の自主的な活動を支援するとともに、大学と学生自

治会との意見交換会を定期的に開催し、学生生活全体を支援する体制作りを目指

す。 

③  キャリア支援 

ア 就職・編入学等、学生が希望する進路を自らの力によって開拓できるようキャ

リア支援センターの専任職員の増加など、機能の一層の充実を図るとともに、本

学への入学希望者増加に繋がるキャリア支援策を、平成22年度を目途に構築する。 

イ 就職率を向上させるため、次の支援策を実行し、就職希望者の就職率100%を目

指す。 

（ア）面接訓練を含めた学生相談の充実 

（イ）求人情報の積極的な提供 

（ウ）進路について動機づけを図る講座・就職支援講座・公務員講座などの各種講

座の開設 

（エ）インターンシップ制度をより充実させるための工夫・改善 

 (オ) 情報処理・語学などキャリアアップにつながる各種資格取得への支援 

ウ  編入学率を向上させるため、次の支援策を実行し、編入学希望者の編入学率

100％を目指す。 

（ア）小論文添削指導 

（イ）面接訓練、模擬問題の学習 

（ウ）編入学対策講座、先輩合格者の体験談を聞く会の開催 

２  研究に関する目標を達成するための措置 

(１)  研究水準の向上及び研究成果の発信 

ア  研究水準の向上のために個人研究費の活用を図る。そのための具体的な措置とし

て、理事長等の判断により配分先を決定できる資金制度を、平成22年度内を目途に

設ける。 

イ  教員の研究成果に関する広報活動を徹底するとともに、インターネット上での研

究者登録などにより、教員一人ひとりの専門領域についての情報を地域のみならず

広く社会に発信し、県民や社会の文化向上に寄与していく。 
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ウ  本県の地域課題の解決につながる研究に積極的に取り組み、その成果を公開講座

や論文寄稿等により公表し、県民や社会に貢献することを目指す。 

(２)  研究実施体制の整備 

ア  研究活動を適切に評価できるよう評価体制を充実させ、特に若手の教員で優れた

研究成果をあげた場合に、適正な評価による優遇措置等を実施できる環境構築を目

指す。 

イ  研究活動に必要な施設・設備・備品について、平成21年度中に点検調査を実施し、

整備・改修などに関する年次計画を策定する。 

ウ  教員と事務職員の担当すべき業務内容を点検し、教員が教育・研究・学内業務に

専念できるような適正な運営体制を構築する。 

３  社会貢献に関する目標を達成するための措置 

（１）地域貢献の推進に関する具体的方策 

ア  県、あるいは市町村と本学との定期的な協議・意見交換の場を設置し、本学に求

められるニーズの正確な把握に努める。 

イ  地域貢献に益する情報を広く収集し、大学に求められる多様な地域課題に応じら

れる体制構築を目指す。 

ウ  県民を対象とした公開講座を１年間に10回以上開催し、公開講座を含めた各種の

学習機会を民間企業等とも連携し、計画的に提供する。 

エ  県内にある大学のほか、近隣県の大学等との間で、単位互換をはじめとする教育

研究、編入学、教職員･学生交流などの連携を強化する。 

オ  高校と連携し、高校教員による学生の基礎学力の補完を図るとともに、相互のカリ

キュラムの調整や高校での生活状況の情報交換など、より進んだ高大連携のあり方

も検討する。また、高校生への短大教員による出前講義等を通じ、地域教育への貢

献を行う。 

カ  開かれた高等教育機関として、地域の歴史・文化を後世に伝える講座、県民のＩＴ

活用能力を高める講座、食と健康の重要性を子供やその親に伝える講座など地域のニ

ーズに即した公開講座等を実施するなど、生涯学習機会を提供する。 

キ  成人の職業教育の再教育の場を提供するために、キャリア支援センターの講座を、

資格取得を目指す学外の社会人にも開放することを目指す。 

ク  教員の研究成果の発表場所として生活文化研究所の機能を更に充実させるととも

に、研究成果を地域に還元する施設として、より開かれた研究施設とするよう地域と

連携した改善策を講じる。 

(２)  国際交流、国際化の推進に関する具体的方策 

ア  「海外語学実習」をより充実させ、姉妹大学との交流を一層密にする。 

イ   教員が半期程度海外の諸研究機関において研修に励むことが可能となる制度を構

築し、国際化に応じた多くの研修成果を広く地域に還元する。 
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ウ  本学外国人講師による公開講座、国際化に関わる講演会の開催等を通じて、地域の

国際化に積極的に協力する。 

 

第３第３第３第３        業務運業務運業務運業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置    

１  運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

ア  運営体制を効率的なものとするために、理事長のリーダーシップのもと、２つの大

学を一体的に運営するために、両大学の学内の委員会を不断に検証し、合同での開

催や運営など、機能性を高めるための改善を必要に応じて行う。 

イ  法人の理事や、経営審議会委員及び教育研究審議会委員について、外部有識者等を

登用し学外の広く斬新な意見を取り入れるなど、２つの大学の運営の透明性を高め

る。 

２ 教育研究組織の改善に関する目標を達成するための措置 

ア 教育研究体制の改善・充実を図る。そのために、外部有識者からの助言を求める

とともに、科学研究費獲得や運営交付金の活用などを通して優れた教育研究を実施

するための組織作りを目指す。 

イ 全教職員を対象とした学内アンケート等の実施による教育研究体制を恒常的にチ

ェックする。  

ウ 大学評価・学位授与機構等の外部評価機関による認証評価を受けることにより、

教育研究組織の改善を一層進める。 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

（１）人材の確保 

ア 平成23年に導入予定の任期制については、本学の特性及び学科・担当科目・職

階等の特性を十分に検討し、柔軟に運用することによって優れた人材の確保に努

める。 

イ 学科の特性に配慮しつつ公募要件の基準を明確化し、水準の高い教育研究に資

する専門性の高い優れた教育職員を確保することに努める。 

ウ 大学の教育力を更に高めるために、教員の男女比に常に留意し、女性の登用に

努め、外国人教員の増加など多彩な人材の確保に努める。 

エ 研修制度を保証し、教員の研究力増強を目指す。 

オ 優れた教員を安定して確保できるようにするため、教員の待遇改善に努める。 

（２）業績評価制度の構築 

ア 教員の業績について、教育活動、研究活動等一定分野ごと適正に評価する仕組

みを検討、試行のうえ、平成23年度までに適切な業績評価制度を構築する。 

  また、その評価結果を教員の処遇等に反映させる仕組みを検討し、構築する。 

イ 学長のリーダーシップによる透明性・公平性が確保された選考方法を一層充実

させ、教職員の昇任を適正に行う。 
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ウ 大学業務に精通した専門性の高い事務職員の確保、養成に努めるとともに、適

切な評価制度を構築する。 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標を達成するための措置 

ア 法人及び大学の事務組織は、専門的な集団としてその機能を果たすことが必要で

あり、特に、学生募集、教務などの大学特有の事務に加え、人事・財務等の事務処

理が法人内で完結しなければならないことから、これらの事務に精通した組織であ

るかを不断に検証し、必要に応じて改善を加える。 

イ 事務の内容について定期的に点検を実施し、事務の整理統廃合を進めるとともに、

事務処理の電子化を推進し、事務の簡素化・合理化に努める。 

ウ 専門業務や定型業務等、外部委託（アウトソーシング）が可能な業務については、

費用対効果による妥当性等を踏まえその活用を進める。 

 

第４第４第４第４    財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置    

１ 自己収入の確保に関する目標を達成するための措置 

（１）外部研究資金の獲得 

ア 大学の研究水準の維持、向上を図るため、科学研究費補助金等の競争的資金や

共同研究、受託研究などによる外部研究資金を確実に獲得できるよう助成制度の

仕組みや申請方法についての研修会を開催し、全学的に資金獲得体制を構築する。 

イ 外部研究資金の申請件数を、過去6年間の平均件数の1.5倍とするよう努力す

る。 

（２）その他自己収入の確保 

ア 大学の財政基盤安定のため、授業料、入学料、入学考査料の安定的な確保を図

る。 

イ 大学施設を有効活用するため、教育研究に支障のない範囲で、地域に有料で開

放する仕組みを整備する。 

ウ 多様な収入の確保について、経営審議会を中心に全般的な検討を行う。 

２ 経費の効率化に関する目標を達成するための措置 

ア 省エネルギー対策、リサイクル利用等について学内の意思疎通、職員の意識高揚

を図り、経費の節減に努める。 

イ 物品備品の購入方法や契約方法の見直しにより経費の削減方策を検討する。 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

  ア 大学の施設設備について教育研究上の支障が出ない範囲で地域に開放し有効活用

を図る。 

  イ 授業料等学生納付金、運営交付金や研究資金等についての管理規程を策定し、適

正に管理するとともに運用に当たっては、安全かつ効果的に行う。 
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第５第５第５第５    自己点検、評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置自己点検、評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置自己点検、評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置自己点検、評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置    

 １ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

ア 大学の教育研究水準の維持、向上を図るため、組織的な地域貢献など、本学のあ

らゆる側面を網羅した総合的な自己点検・評価と改善・改革の作業に取り組む。 

イ 自己改善が適正に行われるよう、改善の実態を定期的に点検する機関を設置する。 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

ア 大学運営の透明性を高めるため、財務状況や大学の目標・計画・外部評価の結果

を積極的に公開する。 

イ 大学の特色や魅力を広く内外に発信するため、大学ＨＰや大学案内などの情報発

信媒体の充実及び有効活用を図るとともに、多様な機会を通じて広報の強化を図る。 

  ウ 情報公開制度及び個人情報保護制度に関し、県条例に基づき諸規定を整備し適切

に運用する。 

    

第６第６第６第６    その他業務運その他業務運その他業務運その他業務運営に関する目標を達成するためにとるべき措置営に関する目標を達成するためにとるべき措置営に関する目標を達成するためにとるべき措置営に関する目標を達成するためにとるべき措置    

１ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

ア 労働安全衛生法等関係法令に基づき諸規定を整備し、安全衛生管理体制の充実を

図る。 

イ 学内施設・設備及び大学周辺の防犯対策の状況を適時点検し、事故犯罪による被

害の未然防止に努める。 

ウ 事故・災害等の発生に備えた危機管理マニュアルの再点検・整備を進めるととも

に有事を想定した実践的な訓練を行う。 

 

第７第７第７第７    予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画    

１１１１    予算（平成予算（平成予算（平成予算（平成21212121 年度～平成年度～平成年度～平成年度～平成26262626 年度）年度）年度）年度）    

（単位：百万円） 

区   分 金   額 

収入 

 運営費交付金 

 補助金等収入 

 自己収入 

  授業料等収入 

  その他の収入 

 受託研究等収入 

計 

 

３，１０９ 

１９２ 

１，９０８ 

１，７７６ 

１３２ 

４ 

５，２１３ 
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支出 

 業務費 

  教育研究経費 

  人件費 

 一般管理費 

 受託研究等経費 

 施設整備費 

計 

 

３，９１７ 

４３０ 

３，４８７ 

７１１ 

４ 

５８１ 

５，２１３ 

運営費交付金は一定の仮定の下に試算したものであり、各事業年度の運営費交付金に

ついては、予算編成過程において決定される。 

【人件費の見積り】 

中期目標期間中総額３，４８７百万円を支出する。 

人件費の見積りについては、平成20年度の定数を基準として毎事業年度（平成21年

度から平成26年度まで）の役員及び職員の人件費を算定している。 

退職手当については、山形県職員退職手当支給条例を基準として算定する。 

平成26年度の山形県立米沢栄養大学開学に伴う増加分を加算する。 

【運営費交付金の算定方法】 

平成21年度から平成26年度までの毎事業年度の運営費交付金は、次の算式により算

定し、さらに、平成26年度の山形県立米沢栄養大学開学に伴う増加分を加算する。 

 運営費交付金＝（①＋②＋③＋④）－⑤ 

① 人件費 

上記人件費の見積りのとおり 

② 教育研究経費 

平成21年度の所要額を積算（新たに発生する経費を含む。）し、毎事業年度1.5％

程度の経費節減を見込んで算定 

③ 一般管理費 

平成21年度の所要額を積算（新たに発生する経費を含む。）し、毎事業年度1.5％

程度の経費節減を見込んで算定 

④ 特別経費 

中期計画を基準に各事業年度の事業実態に応じて個別に所要額を算定 

⑤ 自己収入 

授業料及び入学料については定員で算定し、その他の収入については過去の実績

を参考にして算定 

 

２２２２    収支収支収支収支計画（平成計画（平成計画（平成計画（平成21212121 年度～平成年度～平成年度～平成年度～平成26262626 年度）年度）年度）年度）    

（単位：百万円） 
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区   分 金   額 

費用の部 

業務費 

教育研究経費 

受託研究費等 

  人件費 

 一般管理費 

その他費用 

施設整備費 

 減価償却費 

５，２７１ 

３，８０１ 

３１０ 

４ 

３，４８７ 

７１１ 

４ 

５８１ 

１７４ 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 補助金等収益 

授業料収益  

入学金収益 

入学考査料収益 

受託研究等収益 

 その他の収益 

 資産見返負債戻入 

５，２７１ 

３，１０９ 

１９２ 

１，３２３ 

３７８ 

７５ 

４ 

１３２ 

５８ 

    

３３３３    資金計画（平成資金計画（平成資金計画（平成資金計画（平成21212121 年年年年度～平成度～平成度～平成度～平成26262626 年度）年度）年度）年度）    

（単位：百万円） 

区   分 金   額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

 次期中期計画期間への繰越金 

５，２１３ 

４，５１２ 

５８１ 

１２０ 

０ 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

補助金等による収入 

授業料等による収入 

受託研究等による収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

５，２１３ 

５，２１３ 

３，１０９ 

１９２ 

１，７７６ 

４ 

１３２ 

０ 
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  施設等整備による収入 

 財務活動による収入 

前期中期計画期間よりの繰越金 

０ 

０ 

０ 

    

第８第８第８第８    短期借入金の限度額短期借入金の限度額短期借入金の限度額短期借入金の限度額    

１１１１    短期借入金の限度額短期借入金の限度額短期借入金の限度額短期借入金の限度額    

１億円（事業年度の年間運営費の概ね１月程度） 

    

２２２２    想定される理由想定される理由想定される理由想定される理由    

 運営費交付金の受入遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費 

 

第９第９第９第９    重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画    

   なし 

 

第第第第10101010    剰余金の使途剰余金の使途剰余金の使途剰余金の使途    

 決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に

充てる。 

 

第第第第 11111111    山形県公立大学法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則で定める業務運山形県公立大学法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則で定める業務運山形県公立大学法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則で定める業務運山形県公立大学法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則で定める業務運

営に関する事項営に関する事項営に関する事項営に関する事項    

１１１１    施設及び設施設及び設施設及び設施設及び設備に関する計画備に関する計画備に関する計画備に関する計画 

施設・設備の内容 

予定額 

(百万円) 

財源 

・栄養大学設備等 総額 

５８１ 

運営費交付金               (569) 

再生可能エネルギー熱導入事業補助金(12) 

（注）中期目標を達成するために必要な業務の実施状況を勘案した施設・設備の整備や

老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることがある。 

 

２２２２    人事に関する計画人事に関する計画人事に関する計画人事に関する計画    

第３の３「人事の適正化に関する目標を達成するための措置」に記載のとおり 

 

３３３３    積立金の使途積立金の使途積立金の使途積立金の使途    

   なし 

 

４４４４    その他法人の業務運営に関し必要な事項その他法人の業務運営に関し必要な事項その他法人の業務運営に関し必要な事項その他法人の業務運営に関し必要な事項    

なし 


